
環境

脱炭素化へ国一丸で再エネ推進

洋
上
風
力
雪
小
水
力
太
陽
光
の
最
新
ト
レ
ン
ド

国
民
の
ラ
イ
フ
ス
タ
イ
ル
転
換
促
す

排
出
削
減
の
目
標
設
定
Ｇ
Ｘ
を
実
現

カーボンニュートラルに向けた持続可能な社会づくり

環境大臣　浅尾　慶一郎

寄
稿

（７） （第三種郵便物認可）２０２５年（令和７年）５月２８日　（水曜日） 【企　画】

　「気候変動」から「気候危機」へ。近年、わが国で発生する猛暑や豪雨、森林火災など地球温暖化がもたらす異常気
象の激甚化・頻発化はもはやとどまることを知らない。昨夏に環境省が国土交通省と連携して、建築物のＺＥＢ（ネッ
ト・ゼロ・エネルギー・ビル）化・省ＣＯ化を普及する先導的な支援事業の公募を開始するなど、国も加速度的に脱
炭素化を推し進めている。特集では、洋上風力、雪、小水力、太陽光を活用した各発電の最前線のほか、脱炭素化社会
実現に向けた都市づくりの方向性を探った。６月の「環境月間」に合わせ、わが国が取り組む環境保全について考える。

　
近
年

地
球
温
暖
化
な
ど
に
起
因
す
る

﹁
気
候
危
機
﹂
は

そ
の
深
刻
さ
を
一
層
増

し
て
い
ま
す

Ｗ
Ｍ
Ｏ
︵
世
界
気
象
機
関
︶

の
報
告
で
は

昨
年
１
年
間
の
世
界
の
平
均

気
温
は

工
業
化
前
に
比
べ
て
１
・

℃
上

回
り

観
測
史
上
最
も
高
く
な
り
ま
し
た


日
本
の
年
平
均
気
温
の
上
昇
は
世
界
平
均
よ

り
も
速
く
進
行
し
て
い
ま
す

昨
年
の
年
平

均
気
温
が
１
８
９
８
年
の
統
計
開
始
以
来
最

も
高
く
な
り

５
月
か
ら
９
月
ま
で
の
熱
中

症
に
よ
る
救
急
搬
送
者
数
が
９
万
７
０
０
０

人
を
超
え
調
査
開
始
以
降
最
も
多
く
な
る
な

ど

一
人
ひ
と
り
の
身
体
・
生
命
に
も
直
接

悪
影
響
を
及
ぼ
す
事
態
が
生
じ
て
い
ま
す


こ
う
し
た
状
況
に
速
や
か
に
対
応
す
る
た

め

地
球
温
暖
化
の
原
因
と
な
る
Ｃ
Ｏ

な

ど
の
温
室
効
果
ガ
ス
の
排
出
削
減
と
気
侯
変

動
の
影
響
へ
の
適
応
は
喫
緊
の
課
題
と
な


て
い
ま
す


　
排
出
削
減
の
観
点
で
は

わ
が
国
は
２
０

５
０
年
ネ

ト
・
ゼ
ロ
と
い
う
目
標
を
掲
げ


そ
の
実
現
に
向
け
対
策
・
施
策
を
総
動
員
し

て
い
る
と
こ
ろ
で
す

今
年
２
月
に
改
訂
さ

れ
た
﹁
地
球
温
暖
化
対
策
計
画
﹂
な
ど
に
お

い
て
新
た
に
２
０
３
５
年
度
お
よ
び

年
度

の
排
出
削
減
目
標
を
定
め
る
と
と
も
に

エ

ネ
ル
ギ

安
定
供
給

経
済
成
長

脱
炭
素

の
三
つ
の
同
時
実
現
を
目
指
し

Ｇ
Ｘ
︵
グ

リ

ン
ト
ラ
ン
ス
フ


メ

シ

ン
︶
実

現
に
向
け
た
取
り
組
み
を
進
め
て
い
ま
す


　
そ
の
結
果

こ
れ
ま
で
の
と
こ
ろ

わ
が

国
は
２
０
５
０
年
ネ

ト
・
ゼ
ロ
に
向
け
て

着
実
に
削
減
を
積
み
重
ね
て
い
ま
す
が

昨

今
の
国
内
外
の
状
況
な
ど
を
踏
ま
え
る
と


今
後
の
削
減
に
つ
い
て
は
予
断
を
許
さ
な
い

状
況
に
あ
り
ま
す

脱
炭
素
社
会
へ
の
移
行

に
向
け
継
続
し
た
努
力
が
必
要
で
あ
る
こ
と

は
言
う
ま
で
も
あ
り
ま
せ
ん


　
対
策
の
大
き
な
ポ
イ
ン
ト
の
一
つ
が

住

宅
・
建
築
物
分
野
に
お
け
る
排
出
削
減
対
策

の
強
化
で
す

地
球
温
暖
化
対
策
計
画
の
中

で
は


年
度
に
お
い
て
家
庭
部
門
で

年

度
比
で

％

業
務
部
門
で
同

％
の
エ
ネ

ル
ギ

起
源
Ｃ
Ｏ

を
削
減
す
る
と
い
う
野

心
的
な
目
標
が
設
定
さ
れ
て
い
ま
す

住
宅

・
建
築
物
は

寿
命
が
長
く

一
度
建
築
さ

れ
る
と
長
期
間
Ｃ
Ｏ

排
出
に
影
響
す
る
こ

と
か
ら

２
０
５
０
年
カ

ボ
ン
ニ


ト

ラ
ル
に
向
け
て
今
か
ら
住
宅
・
建
築
物
の
脱

炭
素
化
に
取
り
組
む
こ
と
が
不
可
欠
で
す


　
新
築
の
住
宅
お
よ
び
建
築
物
に
関
し
て

は

建
築
物
の
エ
ネ
ル
ギ

消
費
性
能
の
向

上
な
ど
に
関
す
る
法
律︵
建
築
物
省
エ
ネ
法
︶

が
改
正
さ
れ


年
度
よ
り
原
則
全
て
の
新

築
住
宅
・
建
築
物
に
省
エ
ネ
基
準
適
合
が
義

務
付
け
ら
れ
る
こ
と
と
な
り
ま
し
た
今
後


こ
の
基
準
が
遅
く
と
も

年
度
ま
で
に
Ｚ
Ｅ

Ｈ
︵
ネ

ト
・
ゼ
ロ
・
エ
ネ
ル
ギ

・
ハ
ウ

ス
︶
お
よ
び
Ｚ
Ｅ
Ｂ
︵
ネ

ト
・
ゼ
ロ
・
エ

ネ
ル
ギ

・
ビ
ル
︶
基
準
の
水
準
ま
で
引
き

上
げ
ら
れ
る
予
定
で
す

こ
れ
ら
の
制
度
的

措
置
に
加
え

環
境
省
を
含
む
関
係
省
庁
で

は

新
築
さ
れ
る
住
宅
お
よ
び
建
築
物
の
Ｚ

Ｅ
Ｈ
・
Ｚ
Ｅ
Ｂ
化
に
対
す
る
補
助
事
業
を
実

施
し
て
い
ま
す

特
に
住
宅
に
関
し
て
は



年
度
補
正
予
算
に
お
い
て

Ｚ
Ｅ
Ｈ
基
準

の
水
準
を
大
き
く
上
回
る
省
エ
ネ
性
能
を
有

す
る
住
宅
へ
の
補
助
事
業
を
創
設
し
た
と
こ

ろ
で
す


　
ま
た

全
国
に
既
に
存
在
す
る
住
宅
の
約

８
割

ビ
ル
や
学
校
な
ど
の
建
築
物
の
約
６

割
が
現
行
の
省
エ
ネ
ル
ギ

基
準
を
満
た
し

て
い
ま
せ
ん

こ
れ
ら
膨
大
な
数
の
既
存
の

住
宅
・
建
築
物
の
脱
炭
素
化
改
修
へ
の
投
資

は

新
た
な
市
場
を
創
出
し

経
済
成
長
に

も
資
す
る
も
の
で
す

こ
の
た
め

環
境
省

で
は
経
済
産
業
省

国
土
交
通
省
と
も
連
携

し

既
存
の
住
宅
お
よ
び
建
築
物
の
省
エ
ネ

性
能
向
上
の
た
め
の
補
助
事
業
を
実
施
し
て

い
ま
す

こ
の
中
で

環
境
省
は

﹁
先
進

的
窓
リ
ノ
ベ
事
業
﹂
に
よ
り

昨
年
度
に
引

き
続
き
高
い
断
熱
性
能
を
有
す
る
窓
へ
の
リ

フ


ム
を
重
点
的
に
支
援
し
て
い
る
ほ

か

既
存
建
築
物
を
改
修
し

Ｚ
Ｅ
Ｂ
基
準

の
水
準
の
省
エ
ネ
性
能
ま
で
引
き
上
げ
る
事

業
に
対
す
る
補
助
な
ど
も
行

て
い
る
と
こ

ろ
で
す


　
補
助
だ
け
で
な
く

国
民
・
消
費
者
の
行

動
変
容

ラ
イ
フ
ス
タ
イ
ル
転
換
を
促
す
こ

と
も
重
要
で
す

こ
の
た
め

環
境
省
で
は

国
民
運
動﹁
デ
コ
活
﹂を
推
進
し
て
い
ま
す


衣
食
住
・
職
・
移
動
・
買
い
物
な
ど

生
活

全
般
に
わ
た
る
脱
炭
素
と
生
活
上
の
メ
リ


ト
の
両
立
を
目
指
し

企
業
・
自
治
体
・
団

体
な
ど
と
連
携
し
て
脱
炭
素
型
の
製
品
・
サ


ビ
ス
の
創
出
お
よ
び
需
要
喚
起
を
行

て

い
ま
す

昨
年
２
月
に
は

国
民
の
視
点
で

行
動
変
容
を
促
す
上
で
の
ボ
ト
ル
ネ

ク
を

抽
出
し

そ
れ
ら
の
解
消
に
向
け
た
仕
掛
け

を
整
理
し
た
﹁
く
ら
し
の

年
ロ

ド
マ


プ
﹂
を
公
表
し
た
と
こ
ろ
で
す
が

そ
の
中

で
も

特
に
Ｃ
Ｏ

削
減
効
果
の
よ
り
高
い

分
野
で
あ
る
住
宅
分
野
に
は
重
点
的
に
取
り

組
ん
で
い
る
と
こ
ろ
で
す


　
昨
年
閣
議
決
定
さ
れ
た
﹁
第
６
次
環
境
基

本
計
画
﹂
で
は

﹁
環
境
保
全
と

そ
れ
を

通
じ
た
現
在
及
び
将
来
の
国
民
一
人
一
人
の

﹃
ウ

ル
ビ

イ
ン
グ
／
高
い
生
活
の
質
﹄﹂

の
実
現
が
目
標
と
し
て
明
記
さ
れ
て
い
ま

す

環
境
省
と
し
て
は

環
境
配
慮
の
取
り

組
み
が
国
民
の
よ
り
よ
い
暮
ら
し
の
実
現
に

つ
な
が
る
こ
と

地
域
の
活
性
化
や
企
業
の

競
争
力
強
化
に
も
資
す
る
こ
と
ひ
い
て
は


わ
が
国
の
経
済
・
社
会
の
在
り
方
や
地
球
の

末
来
に
つ
な
が
る
こ
と
を

今
後
と
も
分
か

り
や
す
く
お
伝
え
し
て
ま
い
り
ま
す
が

こ

の
実
現
に
は
国
民
・
地
域
・
企
業
の
皆
さ
ま

の
協
力
が
不
可
欠
で
す
の
で

読
者
の
皆
さ

ま
に
お
か
れ
ま
し
て
も

日
ご
ろ
の
ビ
ジ
ネ

ス
の
現
場
な
ど
に
お
い
て
わ
れ
わ
れ
の
取
り

組
み
に
お
力
添
え
い
た
だ
き
ま
す
よ
う

よ

ろ
し
く
お
願
い
い
た
し
ま
す




環境

下水道ＧＸ　相乗効果、一石三鳥の施策が不可欠
﹁
エ
ネ
ル
ギ

自
立
化
﹂を
Ｃ
Ｎ
の
目
標
に

（１２）（第三種郵便物認可） ２０２５年（令和７年）５月２８日　（水曜日）【企　画】

下
水
汚
泥
の
利
用
状
況

︵

年
度
・
国
土
交
通
省
資
料
︶

超
高
効
率
固
液
分
離
技
術

　下水道は人々の暮ら
しに欠かすことができ
ないインフラだが、多
量の温室効果ガスを排
出する施設でもある。
日本政府の年まで
にカーボンニュートラ
ル（ＣＮ）を実現すると
いう目標の達成に向け
て、下水道分野が果た
すべき役割は大きい。
年月に閣議決定し
た地球温暖化対策計画
では、年度の温室効
果ガス排出量を下水道
分野は年度比で
万㌧削減する中期目標
を掲げている。日本下水道協会の下水道ＧＸ（グリ
ーントランスフォーメーション）促進調査専門委員
会で委員長を務める、東大大学院工学系研究科都市
工学専攻の加藤裕之特任准教授は「多様化する課題
の中で下水道のＣＮ化を推進するためには、シナジ
ー効果や一石三鳥の施策を真剣に考えて、そこに集
中するべきだ」と強調する。
　わが国の下水道は、人口減に伴う料金収入の減少
など経営的な問題や、ことし１月に発生した埼玉県
八潮市の道路陥没事故をはじめとした老朽化の問
題、ＣＮのような環境面の問題など、さまざまな課
題を抱えている。加藤氏は「これらはいずれも重要
な問題だが、人口減少社会に向かう現在の日本では、
使える資源や人員は限られている。制約がある中で
も諸課題を解決していくためには、複数の課題を同
時に解決できる手法や相乗効果を考えるしかない」
と指摘する。例えば、近年広がりつつある広域化・

共同化といった手法は、施設の管理を効率化できる
ことに加えて「下水資源が１カ所に集まるため汚泥
活用でもコストメリットを得ることができ、事業規
模も大きくなり民間の工夫の余地と経営的な安定性
からＰＰＰも導入しやすい。上下水道一体も含める
と、さらにシナジー効果がある。複合化に誘導する
ための仕掛けと仕組みが必要。事例紹介や推奨では
進まない」と説明する。
　下水道関連の創エネルギーでは、下水汚泥をメタ
ン発酵させてエネルギー利用する取り組みが代表的
だ。下水汚泥は従来、焼却して埋め立てるのが主な
処分法だったが、年の下水道法改正により燃料や
肥料として再生利用する努力義務が設けられた。下
水処理施設は人口集積地に近いため、下水汚泥の発
酵熱は距離による減衰の少ない身近で効率的なエネ
ルギーと言える。メタン発酵でエネルギーを生み出
した後の汚泥は肥料として使うこともできる。

　現在、下水汚泥のメタン発酵は全国で取り組みが
進んでいるが「ＦＩＴ（固定価格買取）制度ありき
である点が懸念される。仕掛けは良かったが年の
期限付きの制度であるため、その後の下水資源の活
用法についても今から仕組みを積極的に考える必要

がある」と指摘する。その活用法の一つとしては
「自家利用によるエネルギーの自立化」と「広域連
携」を挙げる。
　「下水道のＣＮ化を進めるためには適切な目標が
必要であり、処理場内のエネルギーを自ら生み出し
たエネルギーと自然エネルギーで賄えるようにする
『エネルギーの自立化』が設定すべき目標だ」と考
える。東日本大震災の発生後、被災地でエネルギー
が供給されず下水処理ができない状況を目の当たり
にした経験を踏まえ「これからの下水処理場は、エ
ネルギー自立により非常時にも稼働を継続できるよ
うにシステム全体としての将来像を明確にし、そこ
に向けて個別の施設を順次改造していく。さらに地
域のエネルギー供給源としても貢献できる姿を描く
べき。ＥＵでは年に、一定規模以上の下水処理場
ではエネルギー自立を義務付ける法改正を実施して
いる。日本でも法律による義務付けなどで規制的に
進めることが必要だ。さらに、複数自治体の協働で
広域的な輸送システムのエネルギー源としての利用
も検討すべき。モデル事業の採択も単独自治体の単
位ではなく、複数自治体がセットになるような広域
的なモデル事業採択を検討すべきである」と訴える。
　下水汚泥由来の肥料は、輸入原料頼みとなってい
る一般的な化学肥料よりもコスト面で優れ、安全性
も十分に立証されている。日本では忌避感を持つ人
が少なからずいるためまだ十分に活用されていない
が、フランスをはじめ欧米では流通経路の透明性を
高めることやバイオソリッドなどの名称により、信
頼感の向上とイメージの改善を図り広く普及してい
るという。「市民科学などの教育を通じて下水道の
イメージの変革を図るとともに、農業事業者を対象
とした勉強会により安全性や施肥の方法の理解を進
め、口コミによる横展開を図ることも必要だろう。ま
た循環の持続のためには下水道管理者、肥料生産者、

農家、消費者などのそれぞれにとっての経済的メリ
ットを明確化する必要がある。地域から地球環境ま
で、幅広い環境改善を図るインフラである下水道の
持続には税金が使われるべきであるが、日本の食糧
安全保障の観点からは肥料への利用率を重要なＫＰ
Ｉ（重要業績評価指標）の一つとして、これを考慮
して自治体への財政支援の強弱をつける仕組みを検
討すべき」と考えを示す。

　国土交通省は、下水道分野の新技術の研究開発お
よび実用化を加速することで、低炭素・循環型社会
の構築やライフサイクルコスト縮減、浸水対策、老
朽化対策などを実現し、合わせて企業による水ビジ
ネスの海外展開を支援する下水道革新的技術実証事
業（Ｂ―ＤＡＳＨプロジェクト）を推進している。
ここから多様な省エネ・創エネ技術が生まれ大きな
成果を上げた。今後は、普及した技術としなかった
技術の比較、自治体が新技術を選定するまでのシナ
リオ分析などにより一層の普及拡大が急がれる。例
えば多くの自治体で採用された超高効率固液分離技
術は、既存の土木躯体を改造して特別な「ろ材」を
投入するという一つの技術で改築費の低減、省エネ、
エネルギー創出という三つの複合効果を有するシス
テムに改変することが出来るので投資の費用対効果
が高い。
　「これからは施設増設をなるべく避けて、ＤＸ
（デジタルトランスフォーメーション）の導入や、
一部の改造でシステム全体の効率性向上や付加価値
を生むような技術開発思想が必要だ」と語る。
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